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町長 副町長 課長 課長補佐 係長 審査 設計者

執 行 年 度 令和７年度  

令和７年度　 第 　０５－７２－２１２－Ｊ－００１ 号

城里町七会保健福祉センター照明灯ＬＥＤ化工事実施設計業務  起工 設計書 

東茨城郡　　　城里町大字 小勝地内　

施 工 方 法 委託 原契約年月日        年    月    日

工 期 又 は
履 行 期 間

契約日の翌日 から 令和    ７年  １０月  １０日 まで      日間

受　注　者

費　　目 起　　工 第１回変更 増　減（△）

内　　　　　容 規格１ 数量１ 単位１ 規格２ 数量２ 単位２ 規格３ 数量３ 単位３

　・照明灯ＬＥＤ化工事実施設計業務　一式　

　（電気設備工事）　対象施設：城里町七会保健福祉センター　１棟（付属棟含む）

　　　　　　　　　　　　　　　構造：鉄筋コンクリート造

　　　　　　　　　　　　　　　延床面積：1,315.00㎡

工 事 番 号
業　務　名

工 事 場 所
又は履行場所

起　工　額

請負(委託)
に付する額

工事(業務)
価　　格

測量試験費
又は工事雑費

変更積算工事価格 － 円

消費税相当額 請負比率 －

請負(委託)
決　定　額

変更工事価格 － 円

　業　　　務　　　概　　　要

変更請負に付する工事価格

＝変更積算工事価格×請負比率

     (小数第７位切り捨て６位止め)

請負比率
 起工（前回変更）時の請負決定額

 起工（前回変更）時の積算額

:



番号 名　称 数 量 単位 単 価 金　額

七会保健福祉センター照明灯ＬＥＤ化工事実施設計業務

I 実施設計業務

（1） 直接人件費
①福祉・厚生施設　保健・福祉施設

　協議・説明 人・時間

　現地調査 人・時間

　法令上の諸条件調査 人・時間

　概算工事費の検討 人・時間

　実施設計方針の策定 人・時間

　設計図書作成 人・時間
②積算業務

人・時間
③その他

人・時間

（1）　小計

業　務　費　内　訳　書

備　　考

延床面積　1315.00㎡×1棟

積算数量算出書・単価表作成資料の作成，
見積収集，見積検討資料の作成

ﾘｻｲｸﾙ計画書・概略工程表作成



番号 名　称 数 量 単位 単 価 金　額

業　務　費　内　訳　書

備　　考

（2） 諸経費 1.0 式

（3） 技術料等経費 1.0 式

　

合計

消費税

業務費

（1）+（2）+（3）
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（令和７年４月１日改定） 
 

設 計 業 務 特 記 仕 様 書 （改 修 ） 

 
Ⅰ　業務概要 

 
１．業務名称 令和７年度　城里町七会保健福祉センター照明灯ＬＥＤ化工事実施設計業務 

 
２．計画施設概要 

本業務の対象となる施設の概要を次のとおりとする。 
 

(1)　施 設 名 称 城里町七会保健福祉センター（付属棟含む） 

(2)　敷地の場所 城里町大字小勝 1400 番地 

(3)　施 設 用 途 保健・福祉施設 

 

３．適用 

本特記仕様書に記載された特記事項については「・」印に「※」印が付いたものを適用する。 
 

４．設計与条件 

(1)　敷地の条件 

(a)　敷地の面積 21,270.05 ㎡ 

(2)　施設の条件 

(a)　延べ面積  1,315.00 ㎡ 

(b)　主要構造 鉄筋コンクリート造 

(c)　耐震安全性の分類 

①　構造体  ・Ⅰ類 ・Ⅱ類 ・Ⅲ類 

②　建築非構造部材 ・Ａ類 ・Ｂ類 

③　建築設備  ・甲類 ・乙類 

耐震安全性の分類は、官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（平成 25 年３月 29 日付け国営計第

126 号、国営整第 198 号、国営設第 135 号）に準ずる。 

(d)　建築物エネルギー消費性能の分類 

・省エネ基準適合　　・誘導基準適合　　・ZEB Ready　　・Nearly ZEB　　・ZEB　　・ZEB 

Oriented 

・省エネ基準適合は、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 28 年経済産業省・国

土 交通省令第１号。以下「基準省令」という。）に規定する建築物エネルギー消費性能基準を満た

すものを、誘導基準適合は、基準省令に規定する建築物エネルギー消費性能誘導を満たすものを、

ZEB Ready、Nearly ZEB、ZEB 及び ZEB Oriented は、経済産業省資源エネルギー庁「ZEB ロードマ

ップ検討委員会 とりまとめ」（平成 27 年 12 月）、「ZEB ロードマップフォローアップ委員会とりま

とめ」（平成 31 年３月）の定義を満たすものとする。 

(3)　設計概要 

計画施設の全照明灯を下記「照明器具ＬＥＤ化概要」を参照し、設計図書の作成を行うこと。な

お、下記内容については現時点での予定であるため、正式な改修内容等については、現地調査実施

後に担当職員と協議の上、決定すること. 

【照明器具ＬＥＤ化概要】 

① 蛍光灯照明器具からＬＥＤ照明器具への交換 

② ＬＥＤランプの規格をＬＤＬ４０相当品に統一すること。（ダウンライトを除く） 

③ その他ＬＥＤへの交換に伴う必要な工事一式（天井補強、その他必要な作業） 

 

(4)　予定工事費　　15,000,00 円（税込） 
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Ⅱ　業務仕様 

 
本特記仕様書に記載されていない事項は、「建築設計業務委託共通仕様書」による。 
 

１．設計業務の内容及び範囲 

(1)　一般業務の範囲 

実施設計に関する標準業務（工事施工段階で設計者が行うことに合理性がある実施設計に関する標

準業務は含まない。） 

※総合 
※構造 
※電気設備 
・機械設備（給排水衛生設備、空調換気設備等） 

 
(2)　追加業務の内容及び範囲 

・建築積算　　（積算数量算出書（積算数量調書含む）の作成、単価作成資料の作成、見積収集及び

見積検討資料の作成） 

※電気設備積算（積算数量算出書（積算数量調書含む）の作成、単価作成資料の作成、見積収集及び

見積検討資料の作成） 

・機械設備積算（積算数量算出書（積算数量調書含む）の作成、単価作成資料の作成、見積収集及び

見積検討資料の作成） 

・透視図作成（外観） 

[種類（カラー彩色）　判の大きさ（A3）　枚数（2）　額の有無（有） 

材質（　　　）　電子データ（　　）] 

・透視図作成（内観） 

[種類（　）　判の大きさ（　）　枚数（　）　額の有無（　） 

材質（　　　）　電子データ（　　）] 

・計画通知（建築基準関係規定（みなし規定を含む）等に係る法令・条例に関する許認可等を含む。）

に関する手続及びこれに付随する詳細協議業務（関係機関との打合せ、申請図書及び書類の作成、

指摘事項への対応等は一般業務に含まれる。 

・手数料の納付を含む 

　　・計画通知（構造計算適合性判定を含む） 

　　・ 

　・手数料の納付は含まない 

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第 12 条第２項に規定する手続業務 

・手数料の納付を含む 

　・手数料の納付は含まない 

・開発許可に係る申請手続き業務 

・関係法令・条例等（建築基準関係規定（みなし規定を含む）等に係る法令・条例等を除く。）に関す

る事前協議、申請図書及び資料の作成、手続及びこれに附属する詳細協議 

・市町村指導要綱による中高層建築物の届出書の作成及び申請に関する手続き業務（標識看板の作

成、設置報告書等の届出） 

・ 

　　・手数料の納付を含む 

　　・手数料の納付は含まない 

※リサイクル計画書の作成（コスト縮減調書、リサイクル阻害要因説明書の作成を含む） 

※概略工事工程表の作成 

・災害応急対策活動に必要な施設その他特別な性能、機能、設備等を有する官庁施設の設計等におけ

る特別な検討及び資料の作成（建築非構造部材の耐震安全性に関する特別な検討、特殊な設備機器

を有する室の設計に係る特別な検討等） 

・エネルギー消費性能関係計算書の標準入力法による作成又はコンバートツールによるエネルギー消

費性能の算定 
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・建築環境総合性能評価システム（CASBEE）による評価書の作成 

・総合的な環境保全性能及びライフサイクル二酸化炭素排出量の評価業務 

・住民説明等に必要な資料の作成（法令等に基づくものを除く。） 

・日影図の作成（建築基準関係規定（みなし規定を含む）等に関係する日影図の作成は除く。） 

・環境保全性に関する検討・資料の作成 

・LCEM ツールによる空調システムの評価 

・再生可能エネルギー（　　）の利活用に係る検討資料の作成 

・アスベスト含有調査 

・定性分析方法（JIS A 1481-1 又は JIS A 1481-2） 

検体数：　箇所、試料採取箇所：　箇所 

※採取箇所、採取復旧方法については、監督員と協議し決定すること。 

・定量分析方法（JIS A 1481-3、JIS A 1481-4 又は JIS A 1481-5） 

検体数：　箇所、試料採取箇所：　箇所 

※採取箇所、採取復旧方法については、監督員と協議し決定すること。 

 
２．業務の実施 

(1)　一般事項 

(a)　基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準に基づき行う。 

(b)　実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準に基づき行う。 

(c)　積算業務は、監督員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準に基づき行う。 

(d)　設計にあたっては、工事現場の生産性向上（省人化及び工事日数短縮）に配慮する。 
(e)　「建築工事公衆災害防止対策要綱」（令和元年　国土交通省告示第 496 号）に基づき、現場の施

工条件を十分に調査した上で、施工時における公衆災害の発生防止に努めるとともに、施工時に留

意すべき事項がある場合には、成果物に明示する。 

(f)　「働き方改革に配慮した公共建築設計業務委託のためのガイドライン」（令和２年 10 月全国営

繕主管課長会議）を踏まえ、手戻り防止のための設計業務のプロセス管理に努めるものとする。 

(g)　設計にあたっては、積極的に県産品を活用した計画となるよう配慮する。 
 

(2)　適用基準等 

本業務に茨城県又は国土交通省が制定する以下に掲げる技術基準等を適用する。受注者は業務の対

象である施設の設計内容及び業務の実施内容が技術基準等に適合するよう業務を実施しなければなら

ない。 
なお、貸与品及び市販されているもの以外は茨城県又は国土交通省ホームページに掲載している。 

(a)　共通　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ 年 版 等 ） 
 ※官庁施設の基本的性能基準 （令和６年改定）

 ・官庁施設の企画書及び企画書対応確認書の標準的書式 （令和３年改定）

 ※官庁施設の設計段階におけるコスト管理ガイドライン （平成 27 年改定）

 ・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 （平成 25 年制定）

 ・官庁施設の総合耐震診断・改修基準 （平成８年制定）

 ・木造計画・設計基準 （令和６年改定）

 ・木造計画・設計基準の資料 （令和６年改定）

 ・官庁施設の環境保全性基準 （令和４年改定）

 ・官庁施設の防犯に関する基準 （平成 21 年制定）

 ・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 （平成 18 年制定）

 ※茨城県ひとにやさしいまちづくり条例施設整備マニュアル（茨城県基準） （平成 20 年改定）

 ※営繕工事積算基準（茨城県基準） （平成 29 年改定）

 ※営繕工事共通費積算基準（茨城県基準） （令和７年改定）

 ※営繕工事共通費積算基準資料（茨城県基準） （令和７年改定）

 ※公共建築工事標準単価積算基準 （令和６年改定）

 ※公共建築工事積算基準等資料 （令和６年改定）

 ・営繕工事積算チェックマニュアル （令和４年改定）
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(b)　建築 

 (c)　建築積算 

(d)　設備 

　　　(e)　設備積算 

 

(3)　業務実績情報の登録の要否 
・要 

受注者は、公共建築設計者情報システム（PUBDIS）に「業務カルテ」を登録する。 
なお、登録に先立ち、登録内容について、監督員の確認を受ける。また、業務完了検査時には、

登録されることを証明する資料として、監督員の確認を受けた書面を検査員に提出し確認を受け、

業務完了後に速やかに登録を行う。その後、「業務カルテ受領書」の写しを監督員に提出する。 

 ※建築物解体工事共通仕様書 （令和５年改定）

 ※官庁営繕事業における BIM 活用ガイドライン （令和６年改定）

 ・官庁営繕事業における BIM 活用実施要領 （令和６年改定）

 ・BIM 適用事業における成果品作成の手引き（案） （令和４年改定）

 ※建築工事設計図書作成基準 （令和２年改定）

 ※建築工事設計図書作成基準の資料 （令和２年改定）

 ※敷地調査共通仕様書 （令和４年改定）

 ※公共建築工事標準仕様書（建築工事編） （令和４年改定）

 ※公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） （令和４年改定）

 ※公共建築木造工事標準仕様書 （令和４年改定）

 ・建築設計基準 （令和６年改定）

 ・建築設計基準の資料 （令和６年改定）

 ※建築構造設計基準 （令和３年改定）

 ※建築構造設計基準の資料 （令和３年改定）

 ※建築工事標準詳細図 （令和４年改定）

 ※構内舗装・排水設計基準 （平成 27 年制定）

 ※構内舗装・排水設計基準の資料 （平成 27 年制定）

 ※木造の屋外階段等の防腐措置等ガイドライン （令和４年１月策定）

 ※公共建築数量積算基準 （令和５年改定）

 ※公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） （令和５年改定）

 ・公共建築工事見積標準書式（建築工事編） （令和５年改定）

 ※建築設備計画基準 （令和６年改定）

 ※建築設備設計基準 （令和６年改定）

 ※建築設備工事設計図書作成基準 （令和６年改定）

 ※公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） （令和４年改定）

 ※公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） （令和４年改定）

 ※公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） （令和４年改定）

 ・茨城県自家用電気工作物保安規程 平成 10 年 7 月 30 日 

茨城県訓令第 11 号

 ・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） （令和４年改定）

 ・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） （令和４年改定）

 ・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） （令和４年改定）

 ・雨水利用・排水利用設備計画基準 （平成 28 年制定）

 ※建築設備耐震設計・施工指針（（一財）日本建築センター）（市販） （2014 年版）

 ※建築設備設計計算書作成の手引き（（一社）公共建築協会）（市販） （令和３年版）

 ・空気調和システムのライフサイクルエネルギーマネージメントガイドラ

イン

（平成 22 年版）

 ※公共建築設備数量積算基準 （令和５年改定）

 ※公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） （令和５年改定）

 ・公共建築工事見積標準書式（設備工事編） （令和５年改定）
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※不要 
 

(4)　提出書類 

(a)　受注者は、業務に着手するときは、契約図書に基づき、次の書類を提出するものとする。 
①　業務工程表（様式第１号） 

②　管理技術者及び照査技術者選任通知書（様式第２号） 

③　業務計画書（様式第３号） 
(b)　受注者は、業務が完了したときは、成果品写真（A4 カラー）及び成果物の納品書を添え、業務完

了通知書（様式第６号）を提出するものとする。 
 

(5)　業務計画書 

業務計画書には、次の内容を記載する。 
※業務工程（様式第１号と兼ねることができるものとする。） 
※管理技術者（様式第２号と兼ねることができるものとする。） 
※業務実施体制（様式第４号） 
※協力者がある場合は、協力者の概要及び担当する業務内容（様式第５号） 
※打合せ計画 
※建築設計業務委託共通仕様書　第３章３．２に定める設計方針 
※その他、監督員が必要に応じ指定する事項 

 

(6)　管理技術者及び主任担当技術者の資格要件 

業務の実施にあたっては、次の資格要件を有する管理技術者及び主任担当技術者を適切に配置した

体制とする。 

(a)　管理技術者 

管理技術者の要件は次による。 

なお、受注者が個人の場合にあってはその者、会社その他の法人である場合にあっては当該法人

に所属する者を配置しなければならない。 

・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第２条第２項に規定する一級建築士 

※建築士法第２条第２項に規定する一級建築士又は建築士法第２条第３項に規定する二級建築士 

・建築士法第２条第５項に規定する建築設備士 

・下記の実務経験（建築士法施行規則第１条の２に定める内容をいう。以下同じ。）を有すること。 

・18 年以上 

・13 年以上 

・８年以上 

※５年以上 

※管理技術者は、総合分野の主任担当技術者を兼務してよいこととする。 

(b)　主任担当技術者 

主任担当技術者の資格要件は次により、総合、構造、電気の分野毎に１名配置するものとする。 

・下記の実務経験を有すること 

・18 年以上 

・13 年以上 

・８年以上 

※５年以上 

※主任担当技術者については、次の分野に限り兼務してよいこととする。 

※総合と構造 

※電気と機械 

 
(7)　再委託の手続き 

(a)　受注者は、契約書別紙７により再委託の承諾を得ている委託先以外の業者に再委託をしようと

する場合は、事前に発注者に承諾を得なければならない。承諾を得た再委託先を変更しようとする

場合も同様とする。 
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(b)　(a)に係る承諾を得ようとする場合は、第７号様式を２部発注者に申請すること。 

(c)　再委託先は建築設計業務委託共通仕様書　第３章３．７各号の規定に適合したものでなければ

ならない。 

 
(8)　貸与品等 

貸与場所（監督員との協議による）　貸与時期（監督員との協議による） 
返却場所（監督員との協議による）　返却期間（監督員との協議による） 

 
(9)　打合せ及び記録 

(a)　打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、監督員に提出する。 

①　業務着手時 

②　業務計画書に定める時期 

③　監督員又は管理技術者が必要と認めた時 

④　その他（　　　　　　　　　　　　　） 

(b)　業務着手から 30 日毎に監督員へ業務の進捗状況の報告を行う。なお、監督員が不要と判断した

場合はこの限りではない。 

(c)　打合せは、電話、WEB 会議、電子メール等の積極的活用に努めること。 

 
(10)　情報管理体制の確保 

(a)　受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報であって、発注者が保

護を要さないことを同意していない一切の非公表情報（以下「要保護情報」という。）を取り扱う場

合は、当該情報を適切に管理するため、情報取扱者名簿及び情報管理体制図を作成・提出し、発注

者の同意を得なければならない。また、記載内容に変更が生じる場合も、同様に作成・提出の上、

あらかじめ発注者の同意を得なければならない。 

(b)　受注者は、要保護情報について、情報取扱者以外の者に使用、閲覧又は漏えいさせてはならない。 

(c)　受注者は、要保護情報の漏えい等の事故やおそれが判明した場合については、履行中・履行後を

問わず、事実関係等について直ちに発注者へ報告すること。 

　　なお、報告がない場合でも、情報漏えい等の懸念がある場合は、発注者が行う報告徴収や調査に

応じること。 

 

(11)　図面等作成上の留意点 

　図面等の作成に当たっては、機密性の確保が求められる情報が分かる表記のあるものが最小限と

なるよう（例えば、機密性の確保が求められる室の用途が特定される室名等を表記しない。）、図面

等の作成開始当初から留意する。また、機密性の確保が求められる情報が分かる表記のある図面等

については、監督員の指示により、機密性の確保に支障をきたす詳細等の情報を表記しない図面等

も併せて作成する。 

 
(12)　成果物等の情報の適正な管理 

(a)　次に掲げる措置その他必要となる措置を講じ、契約書の秘密の保持等の規定を遵守のうえ、成果

物等の情報を適正に管理する。 
なお、発注者は措置の実施状況について報告を求めることができる。また、不十分であると認め

られる場合には、是正を求めることができるものとする。 
成果物等とは、「業務の成果物（未完成の成果物を含む。）」、「その他業務の実施のため、作成され、

又は交付、貸与等されたもの」等とし、紙媒体によるもののほか、これらの電子データ等を含むも

のとする。 
①　発注者の承諾無く、成果物等の情報を業務の履行に関係しない第三者に閲覧させる、提供する

など（ホームページへの掲載、書籍への寄稿等を含む）しない。 

 貸与品等 摘要

 既存建築設計図書一式（ＣＡＤデータ無し、紙媒体） 
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②　業務の履行のための協力者等への成果物等の情報の交付等は、必要最小限の範囲について行う。 
③　成果物等の情報の送信又は運搬は、業務の履行のために必要な場合のほかは、発注者が必要と

認めた場合に限る。また、必要となる情報漏洩防止を図るため、電子データによる送信又は運搬

に当たってのパスワードによる保護、情報の暗号化等必要となる措置を講ずる。 
④　サイバー攻撃に対して、必要となる情報漏洩防止の措置を講ずる。 
⑤　貸与品等の情報については、業務の履行に必要な範囲に限り使用するものとし、Ⅱ2.(7)により

監督員に返却する。また、複製等については、適切な方法により消去又は廃棄する。 
⑥　契約の履行に関して知り得た秘密については、契約書に規定されるとおり秘密も保持が求めら

れるものとなるので特に取扱いに注意する。 
(b)　成果物等の情報の紛失、盗難等が生じたこと又は生じたおそれが認められた場合は、速やかに発

注者に報告し、状況を把握するとともに、必要となる措置を講ずる。 

(c)　上記(a)及び(b)の規定は、契約終了後も対象とする。 

(d)　上記(a)、(b)及び(c)の規定は、協力者等に対しても対象とする。 
 

(13)　その他、業務の履行に係る条件等 

(a)　指定部分の範囲  （　　　　　　　　　　　） 

・指定部分の履行期限 （　　　　　　　　　　　） 

(b)　成果物の提出場所 （　城里町　健康福祉課　） 

(c)　成果物の取扱いについて 

提出された CAD データについては、当該施設に係る工事の受注者に貸与し、当該工事における施

工図の作成、当該施設の完成図の作成及び完成後の維持管理に使用することがある。 

(d)　写真の著作権の権利等について 

受注者は写真の撮影を再委託する場合は、次の事項を条件とすること。 

①　写真は、県が行う事務並びに県が認めた公的機関等の広報等に無償で使用することができる。

この場合において、著作者名を表示しないことができる。 

②　次に掲げる行為をしてはならない。（ただし、あらかじめ発注者の承諾を受けた場合は、この限

りではない。） 

1)　写真を公表すること。 

2)　写真を他人に閲覧させ、複写させ、又は譲渡すること。 
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３．成果物、提出部数等 

(1)　実施設計 

 成果物等 原図 写し 摘要

 (a)　建築（総合・構造）

 　・建築（総合・構造）設計図一式 各１部 （　）部 ※Ａ３縮小判 

※電子媒体の提出

 　・特記仕様書 各１部 （　）部 ※Ａ４判 

※電子媒体の提出

 　・構造計算書（非構造部材構造計

算も含む）

各１部 （　）部 上記と同じ

 　・

 (b)　電気設備

 　※電気設備設計図一式 各１部 （　）部 ※Ａ３縮小判 

※電子媒体の提出

 　※特記仕様書 各１部 （　）部 ※Ａ４判 

※電子媒体の提出

 　※電気設備設計計算書 各１部 （　）部 上記と同じ

 　・

 (c)　機械設備

 　・機械設備設計図一式 各１部 （　）部 ※Ａ３縮小判 

※電子媒体の提出

 　・特記仕様書 各１部 （　）部 ※Ａ４判 

※電子媒体の提出

 　・機械設備設計計算書 各　部 （　）部 上記と同じ

 　・

 (d)　解体

 　・解体設計図一式 各１部 （　）部 ※Ａ３縮小判 

※電子媒体の提出

 　・特記仕様書 各１部 （　）部 ※Ａ４判 

※電子媒体の提出

 　・

 (e)　積算

 　※工事費内訳明細書 

　　（建 築 、 電 気 設 備）

各１部  ※Ａ４判 

※電子媒体の提出

 　※積算数量調書 

　　（建 築 、 電 気 設 備）

各１部 上記と同じ

 　※見積書等関係資料 

　　（建 築 、 電 気 設 備）

各１部 上記と同じ

 　※営繕工事積算チェックマニュ

アル（令和４年改定） 

　　（建築、電気設備）

各１部 上記と同じ

 　※単価資料 

　　（建 築 、 電 気 設 備）

各１部 上記と同じ

 　・

 (f)　その他

 　・透視図 各　部 （　）部

 　・省エネルギー関係計算書 各　部 （　）部 ※監督員との協議による

 　※リサイクル計画書 各１部 （　）部 ※Ａ４判 

※リサイクル阻害要因説明書、コスト
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（注）：設計図は、工事規模等により各分野の成果物をまとめることができる。 

：工事費内訳明細書等の作成は、営繕積算システム RIBC2（（一財）建築コスト管理システム研究

所）「内訳書作成システム」による。 

：設計図は、適宜、追加してもよい。 

：積算数量調書は、原則として Excel 形式で提出するものとする。 

：設計図の原図は白焼きとし、図面ケースに入れて提出するものとする。 

：成果物は、工事毎に作成し、提出するものとする。 

：「電子媒体の提出」が特記された成果物等は電子納品の対象とし、電子納品にあたっては、Ⅱ

３.(2)によるものとする。 

：概略工事工程表の作成に当たっては、「工期に関する基準」（令和２年７月 20 日中央建設業審議

会決定）、「公共建築工事における工期設定の基本的考え方」（平成 30 年 2 月　中央官庁営繕担

当課長連絡調整会議及び全国営繕主管課長会議取りまとめ）を参照し、適切な工期を設定する。 

： CAD データは、JWW 形式及び PDF 形式で提出するものとする。 

 

(2)　電子納品 

「電子媒体の提出」とする場合は、下記によるものとする。 

(a)　成果物のうち、電子納品の対象はⅡ３.(1)において「電子媒体の提出」が特記されたものとする。

なお、電子納品の対象であることが記載された成果物等以外を電子納品の対象とする場合は、監

督員と受注者で協議を行う。 

(b)　電子納品の対象となる各成果物等のファイル形式は、別に特記がない限り、監督員と協議のうえ

決定するものとする。 

(c)　電子媒体は CD-R 又は DVD-R（以下「CD-R 等」という。）とする。 

(d)　電子媒体の提出部数は１部とする。 

(e)　電子媒体で提出した成果物は、別に特記がない限り、紙媒体でも併せて納品をするものとする。

その際の提出部数はⅡ３.(1)又は(2)によるものとする。 

　(f)　成果物等を格納した CD-R 等は、必ずウィルスチェックを行う。 

ウィルス対策ソフトは特に指定しないが、新しいウィルスに対応できるものを導入し、常に最新

の状態を保ち、最新のウィルスパターンの更新を行うものとする。 

ウィルスチェックは、ウィルス存在の有無の確認、駆除を確実に行うため、電子媒体に格納前の

ハードディスク上の電子成果物、電子成果物格納後の電子媒体で、計２回行うようにするものとす

る。 

なお、CD-R 等のレーベル面には下記の項目を直接印字するものとする（油性ペンによる手書きも

可とする）。 

 

 縮減効果調書（様式第８号）を含む 

※電子媒体の提出

 　※概略工事工程表 各１部 （　）部 ※Ａ４判又はＡ３判 

※電子媒体の提出

 　・石綿含有分析調査結果報告書 各　部 （　）部

 　・計画通知図書 一式 （　）部

 　・

 (g)　資料

 　・各種技術資料 一式 （　）部 上記と同じ

 　・構造計算データ 一式 （　）部 上記と同じ

 　・各記録書 一式 （　）部 上記と同じ

 　・

 記載事項 記載例

 業務名称 城里町○○○工事実施設計業務

 作成年月 令和○○年○○月

 発注者名 城里町長　上遠野　　修

 受注者名 ○○建築事務所
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４．その他、業務の履行に係る条件等 

 

 ウィルスチェックに関する情報 ウィルス対策ソフト名：○○○ 
ウィルスパターンファイル：令和○○年○○月○○日版 
チ ェ ッ ク 年 月 日：令和○○年○○月○○日

 フォーマット形式 フォーマット形式：Joliet
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様式第１号（建設コンサルタント業務委託契約書第３条関係） 

 

業　　　務　　　工　　　程　　　表 

  
業 務 番 号 

 
業 務 名

 
　　　　第　　　　　　　　　　　　　　号 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務

履行期間
　　　　　　年　　月　　日から 
　　　　　　年　　月　　日まで

受 
 
注 
 
者

 
住　　　　所 
 
商号又は名称 
氏　　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

 業務委託

料
　　　　　　　　　　　　　　円

 
項 目

　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月 　　　月

備 考
 

　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20 　10　20

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　 
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　
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様式第２号（建設コンサルタント業務委託契約書第９条、第１０条関係） 

 

管理技術者及び照査技術者選（改）任通知書 

 

（注）照査技術者については、該当する場合に記載すること。 

  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 
 
 
　　　　城里町長　　　　　　殿 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住　　　　所　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名　 

 
業 務 番 号 及 

 
び 業 務 名

第　　　　　　　　　　　　　　号 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務

 

契 約 年 月 日 　　　　　　年　　月　　日 履行期間
　　　　　　年　　月　　日から 
 
　　　　　　年　　月　　日まで

 
区 分 管理技術者 照査技術者

 住 所 
 

又 は 居 所

 
 
　TEL

 
 
　TEL

 
氏 名 及 び 

 
生 年 月 日

 
 
 
　　　T･S･H　　　年　　月　　日生

 
 
 
　　T･S･H　　　年　　月　　日生

 
最 終 学 歴

 
業 務 に 必 要 
な 免 許 
・ 資 格

 
経 験 年 数

本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　 
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　
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様式第３号 

業 務 計 画 書 

 
年　　月　　日　  

 
　　城里町長　　　　　　殿 
 

受注者　住　　　　所 

商号又は名称 

氏　　　　名 

 
　　下記業務について、業務計画書を提出します。 
 

記 

　　１　委 託 業 務 名  

２　履 行 場 所  

　　３　契約締結年月日 　　　　　年　　　月　　　日 

４　業 務 委 託 料　　　　　　　　　　　　　　　円 

５　履 行 期 間 　　　　年　　月　　日から 

　　　　年　　月　　日まで 
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様式第４号 

 

業　務　実　施　体　制　表 

１　管理技術者 

 

２　主任担当技術者 

 

３　担当技術者 

※欄が不足する場合には、適宜、追加してよい。 

 

 氏名・年齢 　　　　　　　　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 分　野 主任担当技術者 設計事務所名

 
総　合

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 
構　造

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 
積　算

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 
電　気

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 
機　械

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 
その他

氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 保有資格等

 分　野 担当技術者 設計事務所名

 総　合 氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 構　造 氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 積　算 氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 電　気 氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）

 機　械 氏名・年齢 　　　　　　　　　（　）
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様式第５号 

 

協力事務所の名称等 

 

 

 

 

 
事 務 所 名 代 表 者 名

 
所 在 地 電 話 番 号

 
分担業務分野

茨城県入札参

加登録の有無
・　有　　・　無

 協力を受ける

理由及び具体

的内容

 
事 務 所 名 代 表 者 名

 
所 在 地 電 話 番 号

 
分担業務分野

茨城県入札参

加登録の有無
・　有　　・　無

 協力を受ける

理由及び具体

的内容

 
事 務 所 名 代 表 者 名

 
所 在 地 電 話 番 号

 
分担業務分野

茨城県入札参

加登録の有無
・　有　　・　無

 協力を受ける

理由及び具体

的内容
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様式第６号（建設コンサルタント業務委託契約書第３０条関係） 

 

業　務　完　了　通　知　書 

 

  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日 
 
 
　　　城里町長　　　　　　殿 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住　　　　所　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名　

 
業 務 番 号 及 

 
び 業 務 名

第　　　　　　　　　　　　　　号 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　業務

 

契 約 年 月 日 　　　　　　　　　年　　月　　日

 

履 行 期 間
　　　　　　　　　年　　月　　日から 
 
　　　　　　　　　年　　月　　日まで

 

業 務 委 託 料 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

 

完 了 年 月 日 　　　　　　　　　年　　月　　日

  

本件責任者：氏名　　　　　　　　連絡先　 
担　当　者：氏名　　　　　　　　連絡先　
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様式第７号 

 

再委託（変更）承諾申請書 

　　年　　月　　日 

　城里町長　　　　　　殿 

所　 在 　地　　　　　　　　　　　　 

（受注者）商号又は名称　　　　　　　　　　　　 

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　印 
 

○○業務委託（契約金額　金○○円、税込み）に関して、下記のとおり業務の一部を再委託した

く、建設コンサルタント業務委託契約書第６条第３項に基づき申請しますので、承諾願います。 

 

記 
 
 
 

１．再委託予定者の住所、名称、氏名 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

２．再委託する業務の内容 

 

 

（注）本承諾申請書は契約書別紙７の事項を変更しようとする場合に申請してください。 

再委託（変更）承諾書 

　　年　　月　　日 

受注者 

　　　　　　　　　　　　　　様 
 

申請のあった上記については、承諾したので、その旨通知する。なお、承諾内容等に変更等を生

じる場合は、あらかじめ協議すること。 

また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。 

(1) 受注者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 

(2) 受注者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書等の書類を提出させた場合は、適切に保

管し、事後において履行の確認ができるよう徹底すること。 

(3) 受注者は、発注者からの求めに応じ、(2)の書類の写しを提出すること。 

 

 

城里町長　　　　　　　　　　印　　　 

 

再委託に係る履行体制に関する書面

（別添）のとおり
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別添 

履 行 体 制 に 関 す る 書 面 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　（再委託先１） 

 

 

 

 

 

 

（再委託先２） 

 

 

 

 

 

 

（再委託先３） 

 

 

 

 

 

 

（再委託先４） 

 

 

 

 

 

 

（再委託先○） 

　……　…… 

 

※　建築士事務所の名称欄については、受託者の氏名・名称のほか、建築士事務所の名称がある場合

に記載すること 

 

 

 

（受注者） 
××株式会社

受託者の氏名・名称：○○○有限会社

建築士事務所の名称：○○○

所在地：○○市○○町○○番 
設計又は工事

監理の概要

例）構造設計業務、積算業務

受託者の氏名・名称：○○○株式会社（予定）

建築士事務所の名称：

設計又は工事

監理の概要 

受託者の氏名・名称：○○○株式会社

設計又は工事

監理の概要 

所在地： 

建築士事務所の名称： 
所在地： 

受託者の氏名・名称：○○○合資会社

設計又は工事

監理の概要 

建築士事務所の名称： 
所在地： 
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様式第８号 

 

コ　ス　ト　縮　減　効　果　調　書 

 委 託 年 度 　　年度 業務名称
コ
ス
ト
縮
減
の
概
要

 施 工 箇 所

 

業 務 の 内 容

 

工 法 規 模 等

採 用 工 法 等 在 来 工 法 等

 

 工 事 費 ① ②

 

採用工法等の選定理由

 

コスト縮減に対する 
取組み内容及び効果

コスト縮減に取り組んだ内容・工夫点 縮 減 効 果

 

 コスト縮減額 ③＝②－①

 備 考

 （＊）コスト縮減に関する工種や項目ごとに本調書を作成すること。また、必要に応じて採用工法と在来工法の簡略図等を添付すること。
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＜参考様式＞ 

 

打 合 せ 計 画 書 

 

 

 

 回数 時期 内容 決定事項 備考

 第１回 ○月○旬 ・業務内容の確認 

・業務の方針の確認 

・設計条件の協議 

・借用図書の確認

・設計条件等の決定 

・業務実施方針の決定

・業務計画書提出

 第２回 ○月○旬 ・現地踏査 

・管理者聞取り調査

 第３回 ○月○旬 ・改修工法提案 ・改修工法決定 ・工法比較表提出 

・設計図○％提出

 第４回 ○月○旬 ・細部条件についての協議 ・細部条件の決定 ・設計図○％提出

 第５回 ○月○旬 ・数量計算・工事費算定方法

の確認

・算定方法の決定 

・作成方法の決定

・設計図 100％提出

 第６回 ○月○旬 ・概算工事費等の確認 ・必要に応じ設計見直し

 第７回 ○月○旬 ・成果物の確認、納品 ・成果物一式提出 

・借用図書返却
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＜参考様式＞ 

提出日　　　　年　　月　　日 

情報取扱者名簿及び情報管理体制図 

① 情報取扱者名簿　※情報取扱者は本業務の遂行のために最低限必要な範囲の者とすること。 

（※１）本業務における情報取扱のすべてに責任を有する者。 
（※２）本業務の進捗状況などの管理を行う者で、本業務で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 
（※３）本業務で知り得た保護すべき情報を取り扱う可能性のある者。 
※このほか、日本国籍以外の国籍を有する者については、国籍やパスポート番号等を別途報告するものとする。 

 

② 情報管理体制図 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本業務の遂行にあたって、保護すべき情報を取り扱うすべての者を記載すること（再委託先も含む）。 

 

③ その他 

・別途提出している資料により必要な情報を確認できる場合は、当該資料で代用する

ことができる。 

・情報管理規則等の内規を添付すること。 

・必要に応じ、内容を確認するため追加で資料提出を求める場合がある。 

 氏名 住所 生年月日 所属部署 役職

 情報管理責任者 

（※１）

Ａ

 情報取扱管理者 

（※２）

Ｂ

 Ｃ

 業務従事者 

（※３）

Ｄ

 Ｅ

 再委託先 Ｆ

情報取扱者

情報管理責任者

情報取扱管理者

業務従事者

再委託先

Ａ

Ｂ（進捗状況管理） 

Ｄ

Ｃ（経費情報管理） 

Ｅ

Ｆ
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＜参考様式＞ 

納　品　書 

令和　　年　　月　　日 

 

　　城里町長　　　　　　殿 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　住　　　　所　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　　名　 

 

下記の業務について完了しましたので、成果物を添えて納品いたします。 

記 

委託業務名　　　 
工 事 場 所　 
委 託 期 間　　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで 

 

実施設計成果物一覧 
【実施設計】 
１　設計図 
（１）　建築（総合・構造） 原図（Ａ３版）　１部　　　写し（Ａ３版）　　部 
（２）　電気設備  原図（Ａ３版）　１部　　　写し（Ａ３版）　　部 
（３）　機械設備  原図（Ａ３版）　１部　　　写し（Ａ３版）　　部 
（４）　解体   原図（Ａ３版）　１部　　　写し（Ａ３版）　　部 

２　特記仕様書 
（１）　建築（総合・構造）  １部 
（２）　電気設備   １部 
（３）　機械設備   １部 
（４）　解体    １部 

３　構造計算書    １部 
４　電気設備設計計算書   １部 
５　機械設備設計計算書   １部 
６　工事費内訳明細書   １部 
７　積算数量調書    １部 
８　見積書等関係資料   １部 
９　単価資料    １部 
10　その他 
・　リサイクル計画書   １部 
・　概略工事工程表   １部 
・　石綿含有分析調査結果報告書  ２部 

11　資料 
・　各種技術資料   一式 
・　構造計算データ   一式 
・　各記録書    一式 
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＜業務計画書の記載例＞ 

 

１．業務一般事項 

　１）適用範囲 

　　　・本業務計画書は、○○設計委託業務に適用する。 

 

　２）適用基準 

　　　以下の基準を適用する。 

　　　　・本業務仕様書で適用とされた基準 

　　　　・ 

 

　３）変更・疑義 

　　　・本業務計画書記載事項に変更が生じた場合、又は、内容に疑義が生じた場合は、必要に応じ

て監督員と協議の上、承諾を受ける。 

 

２．業務工程 

　　別紙「業務工程表」のとおり。 

 

３．業務体制 

　１）管理体制 

　　別紙「業務実施体制表」のとおり。 

　　別紙「協力事務所の名称等」のとおり。 

 

　２）打合せ計画 

　　　別紙「打合せ計画書」のとおり 

 

４．業務方針 

１）本業務の実施にあたっては、本業務委託仕様書に基づいて誠実に履行する。 

２）設計に先立ち現地を調査し、本業務の資料とする。 

３）本業務は、提示された与条件及び適用基準等により行う。また、業務の実施に当たっては、監

督員と十分な連絡を保ち、打合せを行うものとする。 
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建築設計業務委託共通仕様書 

（令和３年６月１日改定） 

 

第１章 総則 

 

１．１ 適用 

１．本共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）は、建築設計業務（建築意匠、建築構

造、電気設備、機械設備の設計業務及び積算業務をいうものとし、以下「設計業務」

という。）の委託に適用する。 

２．設計図書は、相互に補完するものとする。ただし、設計図書の間に相違がある場合、

設計図書の優先順位は、次の(1)から(5)の順序のとおりとする。 

(1) 質問回答書 

(2) 現場説明書 

(3) 別冊の図面 

(4) 特記仕様書 

(5) 共通仕様書 

３．受注者は、前項の規定により難い場合又は設計図書に明示のない場合若しくは疑義

を生じた場合には、監督員と協議するものとする。 

 

１．２ 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各項に定めるところによる。 

１．受注者 設計業務の実施に関し、発注者と委託契約を締結した個人若しくは会社又

は、その他の法人をいう。又は、法令の規定により認められたその一般承継人をいう。 

２．監督員 契約図書に定められた範囲内において受注者又は管理技術者に対する指示、

承諾又は協議等を行う者で、建設コンサルタント業務委託契約書（以下「契約書」と

いう。）第８条第１項に規定する者をいう。 

３．検査員 設計業務の完了の検査及び指定部分に係る検査にあたって、契約書第 30 条

第２項の規定に基づき、検査を行う者をいう。 

４．管理技術者 契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者で、契約書第９条

第１項の規定に基づき、受注者が定めた者をいう。 

５．契約図書 契約書及び設計図書をいう。 

６．契約書 建設コンサルタント業務委託契約書をいう。 

７．設計図書 質問回答書、現場説明書、別冊の図面、特記仕様書及び共通仕様書をい

う。 

８．質問回答書 別冊の図面、特記仕様書、共通仕様書及び現場説明書並びに現場説明

に関する入札等参加者からの質問書に対して、発注者が回答した書面をいう。 
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９．現場説明書 設計業務の入札等に参加する者に対して、発注者が当該設計業務の契

約条件を説明するための書面をいう。 

10．別冊の図面 契約に際して発注者が交付した図面及び図面のもとになる計算書等を

いう。 

11．特記仕様書 設計業務の実施に関する明細又は特別な事項を定める図書をいう。 

12．共通仕様書 設計業務に共通する事項を定める図書をいう。 

13．特記 １．１の２．の(1)から(4)に指定された事項をいう。 

14．指示 監督員が受注者に対し、設計業務の遂行上必要な事項について書面をもって

示し、実施させることをいう。 

15．請求 発注者又は受注者が契約内容の履行あるいは変更に関して相手方に書面をも

って行為若しくは同意を求めることをいう。 

16．通知 発注者若しくは監督員が受注者に対し、又は受注者が発注者若しくは監督員

に対し、設計業務に関する事項について、書面をもって知らせることをいう。 

17．報告 受注者が監督員に対し、設計業務の遂行に係わる事項について、書面をもっ

て知らせることをいう。 

18．承諾 受注者が監督員に対し、書面で申し出た設計業務の遂行上必要な事項につい

て、監督員が書面により同意することをいう。 

19．協議 書面により契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対等の立場で合

議することをいう。 

20．提出 受注者が監督員に対し、設計業務に係る書面又はその他の資料を説明し、差

し出すことをいう。 

21．書面 手書き、印刷等の伝達物をいい、発効年月日を記載し、署名又は捺印したも

のを有効とする。 

1)緊急を要する場合は、ファクシミリ又は E メールにより伝達できるものとするが、

後日有効な書面と差し替えるものとする。 

2)電子納品を行う場合は、別途監督員と協議するものとする。 

22．検査 契約図書に基づき、検査員が設計業務の完了の確認をすることをいう。 

23．打合せ 設計業務を適正かつ円滑に実施するために管理技術者等と監督員が面談に

より、業務の方針、条件等の疑義を正すことをいう。 

24．修補 発注者が検査時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場

合に受注者が行うべき訂正、補足その他の措置をいう。 

25．協力者 受注者が設計業務の遂行にあたって、再委託する者をいう。 

 

第２章 設計業務の範囲 

 

設計業務は、一般業務及び追加業務とし、内容及び範囲は次による。 
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１．一般業務の内容は、平成 31 年国土交通省告示第 98号（以下「告示」という。）別 

添一第１項に掲げるものとし、範囲は特記による。 

２．追加業務の内容及び範囲は特記による。 

 

第３章 業務の実施 

 

３．１ 業務の着手 

受注者は、設計図書に定めがある場合を除き、契約締結後 15 日（土曜日、日曜日、

祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１条に規定する行

政機関の休日（以下「休日等」という。））を除く。）以内に設計業務に着手しなければ

ならない。この場合において、着手とは、管理技術者が設計業務の実施のため監督員

との打合せ又は現地踏査を開始することをいう。 

 

３．２ 設計方針の策定等 

１．受注者は、業務を実施するにあたり、設計図書及び監督員の指示を基に設計方針の

策定（告示別添一第１項第一号イに掲げる基本設計方針の策定及び第二号イに掲げる

実施設計方針の策定をいう。）を行い、業務当初及び変更の都度、監督員の承諾を得な

ければならない。 

２．受注者は、計算書に、計算に使用した理論、公式の引用、文献等並びにその計算過

程を明記するものとする。 

３．電子計算機によって計算を行う場合は、プログラムと使用機種について、あらかじ

め監督員の承諾を得なければならない。 

 

３．３ 適用基準等 

１．受注者が、業務を実施するにあたり、適用すべき基準等（以下「適用基準等」とい

う。）は、特記による。 

２．受注者は、適用基準等により難い特殊な工法、材料、製品等を採用しようとする場 

合は、あらかじめ監督員と協議し、承諾を得なければならない。 

３．適用基準等で市販されているものについては、受注者の負担において備えるものと

する。 

 

３．４ 提出書類 

１．受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に、関係書類を監督員を経て、 

速やかに発注者に提出しなければならない。 

２．受注者が発注者に提出する書類で様式及び部数が定められていない場合は、監督員

の指示によるものとする。 
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３．業務実績情報を登録することが特記された場合は、登録内容について、あらかじめ

監督員の承諾を受け、登録されることを証明する資料を検査員に提示し、業務完了検

査後速やかに登録の手続きを行うとともに、登録が完了したことを証明する資料を監

督員に提出しなければならない。 

 

３．５ 業務計画書 

１．受注者は、契約締結後 15日（休日等を除く）以内に業務計画書を作成し、監督員に

提出しなければならない。 

２．業務計画書の内容は、特記による。 

３．受注者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ、その都度

監督員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

４．監督員が指示した事項については、受注者は更に詳細な業務計画に係る資料を提出

しなければならない。 

 

３．６ 守秘義務 

受注者は、契約書の規定に基づき、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏ら

してはならない。 

 

３．７ 再委託 

１．受注者は、設計業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を、契

約書の規定により、再委託してはならない。 

２．受注者は、コピー、ワープロ、印刷、製本、計算処理（構造計算、設備計算及び積

算を除く）、トレース、資料整理、模型製作、透視図作成等の簡易な業務を第三者に再

委託する場合は、発注者の承諾を得なくともよいものとする。 

３．受注者は、第１項及び第２項に規定する業務以外の再委託にあたっては、発注者の

承諾を得なければならない。 

４．受注者は、設計業務を再委託する場合は、委託した業務の内容を記した書面により

行うこととする。なお、協力者が茨城県の建設コンサルタント業務等委託業務入札参

加資格者である場合は、指名停止期間中であってはならない。 

５．受注者は、協力者及び協力者が再々委託を行うなど複数の段階で再委託が行われる

ときは当該複数の段階の再委託の相手方の住所、氏名及び当該複数の段階の再委託の

相手方がそれぞれ行う業務の範囲を記載した書面を更に詳細な業務計画に係る資料と

して、監督員に提出しなければならない。 

６．受注者は、協力者に対して、設計業務の実施について適切な指導及び管理を行わな

ければならない。また、複数の段階で再委託が行われる場合についても必要な措置を

講じなければならない。 
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３．８ 特許権等の使用 

受注者は、契約書に規定する特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の

法令に基づき保護される第三者の権利の対象である履行方法を発注者が指定した場合

は、その履行方法の使用について発注者と協議しなければならない。 

 

３．９ 監督員 

１．発注者は、契約書の規定に基づき、監督員を定め、受注者に通知するものとする。 

２．監督員は、契約図書に定められた範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行

うものとする。 

３．監督員の権限は、契約書に規定する事項とする。 

４．監督員がその権限を行使するときは、書面により行うものとする。ただし、緊急を

要する場合は、口頭による指示等を行うことができるものとする。 

５．監督員は、口頭による指示等を行った場合は、後日書面により受注者にその内容を

通知するものとする。 

 

３．10 管理技術者 

１．受注者は、契約書の規定に基づき、管理技術者を定め発注者に通知しなければなら

ない。なお、管理技術者は、日本語に堪能でなければならない。 

２．管理技術者の資格要件は、特記による。 

３．管理技術者は、契約図書等に基づき、業務の技術上の管理を行うものとする。 

４．管理技術者の権限は、契約書に規定する事項とする。ただし、受注者が管理技術者

に委任する権限（契約書の規定により行使できないとされた権限を除く。）を制限する

場合は、発注者に、あらかじめ通知しなければならない。 

５．管理技術者は、関連する他の設計業務が発注されている場合は、円滑に業務を遂行

するために、相互に協力しつつ、その受注者と必要な協議を行わなければならない。 

６．管理技術者は、原則として変更できない。ただし、死亡、傷病、退職、出産、育児、

介護等やむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者とするものと

し、受注者は発注者の承諾を得なければならない。 

 

３．11 貸与品等 

１．業務の実施にあたり、貸与又は支給する図面、適用基準及びその他必要な物品等（以

下「貸与品等」という。）は、特記による。 

２．受注者は、貸与品等の必要がなくなった場合は、速やかに監督員に返却しなければ

ならない。 

３．受注者は、貸与品等を善良な管理者の注意をもって取扱わなければならない。万一、
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損傷した場合は、受注者の責任と費用負担において修復するものとする。 

４．受注者は、設計図書に定める守秘義務が求められるものについては、これを他人に

閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。 

 

３．12 関連する法令、条例等の遵守 

   受注者は、設計業務の実施にあたっては、関連する法令、条例等を遵守しなければ

ならない、 

 

３．13 関係官公庁への手続き等 

１．受注者は、設計業務の実施にあたっては、発注者が行う関係官公庁等への手続きの

際に協力しなければならない。 

２．受注者は、設計業務の実施をするため、関係官公庁等に対する諸手続きが必要な場

合は、速やかに行うものとし、その内容を監督員に報告しなければならない。 

３．受注者が、関係官公庁等から交渉を受けたときは、速やかにその内容を監督員に報

告し、必要な協議を行うものとする。 

 

３．14 打合せ及び記録 

１．設計業務を適正かつ円滑に実施するため、管理技術者と監督員は常に密接な連絡を

とり、業務の方針、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、その都度受

注者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 

  なお、連絡は積極的に E メール等を活用し、E メール等で確認した内容については、

必要に応じて打合せ記録簿を作成するものとする。 

２．設計業務着手時及び設計図書に定める時期において、管理技術者と監督員は打合せ

を行うものとし、その結果について、管理技術者が書面（打合せ記録簿）に記録し、

相互に確認しなければならない。 

 

３．15 条件変更等 

   受注者は、設計図書に明示されていない履行条件について予期することのできない

特別な状態が生じたと判断し、発注者と協議して当該規定に適合すると認められた場

合は、契約書の規定により、速やかに発注者にその旨を通知し、その確認を請求しな

ければならない。 

 

３．16 一時中止 

   発注者は、次の各号に該当する場合は、契約書の規定により、設計業務の全部又は

一部を一時中止させるものとする。 

(1) 関連する他の設計業務の進捗が遅れたため、設計業務の続行を不適当と認めた場
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合 

  (2) 天災等の受注者の責に帰すことができない事由により、設計業務の対象箇所の状

態や受注者の業務環境が著しく変動したことにより、設計業務の続行が不適当又は

不可能となった場合 

  (3) 受注者が契約図書に違反し、又は監督員の指示に従わない場合等、監督員が必要

と認めた場合 

 

３．17 履行期間の変更 

１．受注者は、契約書の規定に基づき、履行期間の延長変更を請求する場合は、延長理

由、延長日数の算定根拠、修正した業務工程表、その他必要な資料を発注者に提出し

なければならない。 

２．受注者は、契約書の規定に基づき、履行期間を変更した場合は、速やかに修正した

業務工程表を提出しなければならない。 

 

３．18 修補 

１．受注者は、監督員から修補を求められた場合は、速やかに修補をしなければならな

い。 

２．受注者は、検査に合格しなかった場合は、直ちに修補をしなければならない。 

   なお、修補の期限及び修補完了の検査については、監督員の指示に従うものとする。 

 

３．19 設計業務の成果物 

１．契約図書に規定する成果物には、特定の製品名、製造所名又はこれらが推定される

ような記載をしてはならない。ただし、これにより難い場合は、あらかじめ監督員と

協議し、承諾を得なければならない。 

２．国際単位系の適用に際し疑義が生じた場合は、監督員と協議を行うものとする。 

３．受注者は、設計図書に規定がある場合又は監督員が指示し、これに同意した場合は、

履行期間途中においても、成果物の部分引き渡しを行わなくてはならない。 

 

３．20 発注者の賠償責任 

   発注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償を行わなければならない。 

  (1) 契約書第 26 条に規定する一般的損害、契約書第 27 条に規定する第三者に及ぼし

た損害について、発注者の責に帰すべき損害とされた場合 

  (2) 発注者が契約を違反し、その違反により契約の履行が不可能となった場合 

 

３．21 受注者の賠償責任等 

   受注者は、以下の各号に該当する場合、損害の賠償又は履行の追完を行わなければ
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ならない。 

  (1) 契約書第 26 条に規定する一般的損害、契約書第 27 条に規定する第三者に及ぼし

た損害について、受注者の責に帰すべき損害とされた場合 

  (2) 契約書第 39 条に規定する契約不適合責任として請求された場合 

  (3) 受注者の責により損害が生じた場合 

 

３．22 部分使用 

１．発注者は、次の各号に掲げる場合において、契約書第 32 条の規定に基づき、受注者

に対して部分使用を請求することができるものとする。 

(1) 別途設計業務等の仕様に供する必要がある場合 

(2) その他特に必要と認められた場合 

２．受注者は、部分使用に同意した場合は、部分使用同意書を発注者に提出するものと

する。 

 

３．23 検査 

１．受注者は、設計業務が完了したとき、部分払いを請求しようとするとき及び部分引

渡しの指定部分に係る業務が完了したときは、検査を受けなければならない。 

２．受注者は、検査を受ける場合は、あらかじめ成果物並びに指示、請求、通知、報告、

承諾、協議、提出及び打合せに関する書面その他検査に必要な資料を整備し、監督員

に提出しておかなければならない。 

３．受注者は、契約書の規定に基づく部分払の請求に係る既履行部分の確認の検査を受

ける場合は、当該請求に係る既履行部分の算出方法について監督員の指示を受けるも

のとし、当該請求部分に係る業務は、次の（1）及び（2）の要件を満たすものとする。 

  (1) 監督員の指示を受けた事項をすべて完了していること。 

  (2) 契約図書により義務付けられた資料の整備がすべて完了していること。 

４．検査員は、監督員及び管理技術者の立会のうえ、契約図書に基づき次の各号に掲げ

る検査を行うものとする。 

  (1)設計業務成果物の検査 

  (2)設計業務履行状況の検査（指示、請求、通知、報告、承諾、協議、提出及び打合せ

に関する書面その他検査に必要な資料により検査する） 

 

３．24 暴力団員等による不当介入を受けた場合の措置 

１．受注者は、暴力団員等による不当介入を受けた場合は、断固としてこれを拒否する

こと。また、不当介入を受けた時点で速やかに警察に通報を行うとともに、捜査上必

要な協力を行うこと。下請負人等が不当介入を受けたことを認知した場合も同様とす

る。 
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２．１．により警察に通報又は捜査上必要な協力を行った場合には、速やかにその内容

を記載した書面により発注者に報告すること。 

３．１．及び２．の行為を怠ったことが確認された場合は、指名停止等の措置を講じる

ことがある。 

４．暴力団員等による不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じる等の被害が生じ

た場合は、発注者と協議しなければならない。 
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